
被相続人
との続柄

【注意事項】

※固定資産所有者が亡くなられた場合のみ「固定資産現所有者申告書」を兼ねることとします。

住　　所　(居　　所）

この申告書は、不動産登記法による相続の名義変更や相続税とは、一切関係がありません。

したがって、登記の名義変更は、別途、法務局で手続きを行う必要があります。また、登記による

名義変更が行われた場合は、課税台帳の「所有者」も登記名義人に合わせ変更されます。

代
表
者
を
除
く
相
続
人
（

現
所
有
者
）

氏 名

被 相 続 人
（ 死 亡 者 ）

(フリガナ）

氏　　名

住所 (居所 )

死 亡 年 月 日

※担当課記入欄

相続人の代表者
（現 所 有 者）

(フリガナ）

氏　　名

住所 (居所 )

被相続人
との続柄

※担当課記入欄

電 話 番 号

 

生 年 月 日

　大正　　昭和
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　年　   　　月　　　　　日
　平成　　令和

ま た 、 地 方 税 法 第 ３ ８ ４ 条 の ３ に 規 定 す る 現 所 有 者 を 本 書 の と お り 申 告 し ま す 。

相 続 人 代 表 者 指 定 届（ 兼 固 定 資 産 現 所 有 者 申 告 書 ）

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

朝霞市長宛

被相続人に係る徴収金の賦課徴収（滞納処分を除く）及び還付に関し、書類を受領する

代表者を下記の者に指定しましたので、地方税法第９条の２第１項の規定により届け出ます。


